
横浜医学ぅ61, 71 74 (2010)

在宅医療を行う医療従事者の負担軽減に関す
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要 旨 :高齢化が進み, 在宅医療を希望する息者が増加する中, 在宅医療の必要性が増している わ
れわれは, 在宅医療を推進する上で, 在宅医療を担っていく医療関係者の負担軽減はかかせない課題
であると認IIR している 医療従事者の負担軽減のためには, Ic T を使った息者管理が必要になるので
はないかと考え, そのために必要とされる通信機能付き医療機器等を明確にするために, 在宅医療を
行って↓ヽる医療関係者に対し, アンケート調査を実施した 今回の調査では, 息者をモニタリングす
るための医療機器などは, 息者管理には役立っても医療従事者の負担軽減にはつながらないと考えて
いることがわかった しかし, 医療機器の種類によっては有効であると考えている機器もあった ま
た, その医療機器の使用方法, 金額や大きさなどについても検討した結果, 使用方法としては, 装着
型で利用料金が安いものが好まれることがわかった 今後, 医療従事者の負担軽減のために必要な対
策を検討するために, さらに調査が必要であると考えている
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はじめに

高齢化が進んでいるわが国では, 65歳以上の高齢者の

人口に占める割合は2008年に22 1% (うち, 75歳以上が

10 4% ) だったものが, 2035年には約30% , 2055年には

約40% に増加するとの報告がある1) また, 2006年の医

療制度改革の医療費適正化計画の中では, 平均在院日数

の短縮が強詞されており2), 在宅は重要な医療現場にな

りつつある 即ち, 終末期医療までをも含めた在宅医療
の環境改善は必須であり, 在宅医療を受ける息者および

その家族が安心して治療を受けることができる体制の確

立が急務であると言える 一方, 在宅医療は24時間の対

応, 緊急の往診など, 医療従事者にとっては過重な労力

を有するため引き受け手が少なく十分に機能していると

は言えず, 在宅医療を行う医療従事者の負担軽減は欠か

せない条件である そこで, IIIfOInlatlon C OnlIIlulllca位oェ

Tcchntllogy (IC T) を利用し, 生体情報などを送信する

ための装置などを活用することにより, 見守りなどの業

務を補うことも解決策の 1 つだと考えられる

今回, 在宅医療での医療従事者の負担を軽減するため

に必要な医療機器を明確にすることを目的として, 花宅

看護ステーションに従事している看護師と, 在宅緩和ケ

アセミナーに参加した医療従事者を対象にアンケート調

査を行ったので報告する

対象 と方法

2009年 7 月に神奈川県または東京都の訪問宕護ステー

ション213か所に郵送にてアンケー トを送付 し, 返信用

封筒にて回JIR した また, 2009年11月に実施した在宅緩

和ケアセミナーに参加した医療従事者40名に対してもセ

ミナー開始前にアンケートを配布し,終了後に回収した

これらの回容者を本研究の対象者とする

調査項目として, 年齢, 性別, 職種, IcT 利用の有無

とその有効性などをあげた また, 血圧, 体重, 体温な

ど27の項目について, 在宅緩和ケアの場面ごとに通信機

能の付いた医療機器等 (デバィス) があった場合に活用

すると有効だと思うかについて回容を求めた (表 1 )
これらのデバイスは, 調査開始前に在宅医療を中心に

行っている医師に, 在宅医療を行う上で利便性が高いと

感じるデバイスを質問した結果, 候補として挙げられた
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